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１．はじめに

　日本では戦後から1980年代頃まで，就職転出や出
稼ぎ，兼業化等の形で農業から農外産業への労働力
移動が続いていました。特に1970年代以降は，農村
部への製造業進出が政策的にも推進され，これに伴
い農家の在宅通勤兼業化も急速に進み，この動きに
着目した農村労働市場研究も盛んに行われるように
なります。他方，近年では，逆に他産業から農業へ
の労働力移動にも注視する必要があります。これ
は，農業法人の増加に伴い，農業も常勤者・正社員
の雇用が増加していること，また直近では，農業臨
時労働力の不足が全国的な問題となっているためで
す。本稿では，農村労働市場及び農業雇用労働力に
関する研究動向について紹介します。

２．農村労働市場に関する研究

　1970年代以降の在宅通勤兼業の増加とともに盛ん
となった農村労働市場研究ですが，農村労働市場の
分析にとどまらず，兼業化した農家が自営農業を縮
小するのか，それとも維持し続けるのかといった，
いわゆる農業構造問題と深く関わりながら議論され
てきました。
　田代（1981）は，1970年代当時，農村部の賃金は，
それのみでは生活が不可能な，特殊農村的とも呼ば
れる低位な水準にあったことを指摘します。また，
当時は兼業化といっても，それまで農業にのみ従事
していた農家世帯員の場合，土建業を中心とした日
雇いの仕事にしか就けないケースが大半でした。そ
のため，生活していくには兼業と自営農業をともに
維持しなければならず，兼業化が進んでも農業構造
変動は進まない，「兼業滞留構造」と呼ばれる状況
にありました。
　しかし山崎（1996）は，1980年代以降，こうした
特殊な低賃金が検出されず，正社員等を中心に年功
賃金をベースとした，いわゆる「安定兼業」化が進
んだ農村部が近畿地方を中心に広がりつつあること
を指摘します。さらに曲木（2016）は，こうした農
村労働市場の変化が，昭和一桁世代の農外就業から

のリタイアを契機に進んでいることを，長野県宮田
村の事例調査から明らかにしています。そして「安
定兼業」化が進んだ地域では，農家の大半は賃金の
みで生活できるため，必ずしも自営農業を維持する
必要がなく，徐々に農地の貸し手化や離農が進み，
兼業滞留構造もまた後退していくことを指摘してい
ます（山崎，2018）。
　こうした農村部に特殊な低賃金が消滅していく動
きは，近畿地方にとどまらず東日本へも広がり，野
中（2009）は，2000年代には東北でもこうした動き
が見られるとしています。しかし一方で，東北で
は，男子が常勤的に農外で就業しても，その賃金の
みでは家計費を確保することが困難であることも指
摘しています。また曲木（2019a）は，「安定兼業」
化の進んだ地域と秋田県横手市の比較研究から，秋
田県横手市では，男子正社員であっても賃金上昇が
ほとんど見られず，単身者の家計費水準にとどまる
ケースが少なくないことを明らかにしています。さ
らに氷見（2018）や野中（2018）は，一時期は「安
定兼業」化が進んでいたと思われる地域でも，近年
は非正規雇用化・不安定就業化が進んでいることを
実態調査より明らかにしています。
　このように，農村労働市場で広がりを見せると思
われていた「安定兼業」も今日後退がみられるので
すが，とはいえかつてのような「兼業滞留構造」に
立ち返る動きは見られず，むしろ農家数の減少は加
速しています（山崎，2018）。その要因として，氷
見（2018）は非正規雇用者の大半が常勤的に働いて
いる上，休日が土日に定まらず，有給休暇も取りに
くい雇用環境にあるため，自営農業の維持が困難で
あることを指摘しています。今後，夫婦共働きの増
加や高齢者の雇用労働力化が農村部でもさらに進む
と予想され，農家世帯であっても，家族内から自営
農業を維持するだけの農業労働力を確保することは
ますます困難になるものと思われます。

３．農業雇用労働力をめぐる研究

　さて，農村労働市場研究は，どちらかといえば農
業から他産業への労働力移動をテーマとしてきまし
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た。ここでは逆に，雇用を通じた他産業から農業へ
の労働力移動に関する研究についてレビューします。
　まず，国内で農業労働力不足が真っ先に課題と
なったのは，農村部の人口減少が著しい北海道で
す。今野（2014）は，1990年代中盤以降の北海道で
は，雇用労働力を利用する農家が増加に転じる一
方，農業臨時労働力の不足が問題となったことを指
摘しています。そのため，農業労働力の常勤化の動
きや，臨時労働力を効率よく運用するシステム作り
をJAが主体となって進めている実態を明らかにし
ています。また高畑（2019）は，道内農村部の農業
経営が道内都市部の派遣事業所から農繁期の農業労
働力を確保している実態を明らかにしています。ま
た北海道に限らず，近年は農業臨時労働力の不足が
全国的に問題となっています。こうした中，県外か
ら農業臨時労働力を集める取組も進められていま
す。曲木（2019b）は，愛媛県西宇和郡で1993年か
ら開始された，県外から収穫期の労働力を集める

「アルバイター事業」に着目した分析を行っていま
す。こうした取組が進められた背景には，かつては
周辺市町村の稲作兼業農家から労働力を確保できて
いたものの，これら農家の減少に伴い，労働力の確
保が困難になったためと考えられます。人口減少が
進む農村部でいかに農繁期に人手を集めるかは，今
後も大きな課題といえます。
　また，近年進む法人化の流れを受け，企業的農業
経営への展開の文脈からも農業雇用は議論されてい
ます。例えば，日本農業経営学会編（2018）は家族
農業経営の企業的展開に関わって，八木編（2013）
では農外産業の農業参入の議論を扱う際に，農業特
有の雇用問題や労務管理の課題について議論してい
ます。また経営継承の手段としても雇用は注目され
ており，例えば仁平（2008）は，北海道南幌町の事
例から，後継者のいない農業法人が常勤雇用者の中
から後継者を確保することで経営継承を試みる動き
を捉えています。日本の全体的な農業雇用の動向に
ついては，2007年度までではありますが，農林水産
政策研究所（2010）で総務省「就業構造基本調査」
を用いた統計的分析も行っています。
　なお，直近では外国人労働者の導入が進められて
いますが，日本では2000年から外国人技能実習生と
いう形で，農業でも外国人労働力の受け入れを進め
てきました。堀口編（2017）では，外国人技能実習
生に着目しながら，彼らを受け入れる農家側の研究
に加え，技能実習生を送り出す国の動向，さらには
日本以外の外国人受け入れ国の動向について取り上

げています。
　これまでレビューしてきたように，農業と他産業
との労働力移動といった場合，その課題は，当初は
農業から他産業への労働力移動が中心でした。しか
し近年は，農村労働市場内の産業間労働力移動問題
に加えて，その労働力移動の範囲も，地域内・国内
にとどまらず，地域外・国外の問題にまで広がって
います。今後も農村部の労働市場の把握とともに，
国内外の農業をめぐる労働力問題について，継続的
な実態調査研究が必要です。
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